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諮問番号：令和６年度諮問第２号 

 

 答  申 

 

第１ 審査会の結論 

  墨田区長（以下「処分庁」という。）が令和５年１０月２０日付けで審査

請求人に対して行った墨田区心身障害者福祉手当支給決定処分（墨田区心身

障害者福祉手当認定通知書によるもの。以下「本件処分」という。）につい 

 ての審査請求（以下「本件審査請求」という。）は、棄却されるべきである。 

  

第２ 審理関係人の主張 

 １ 審査請求人の主張 

   審査請求人は、審査請求書（令和６年１月２４日付け）、反論書（同年

３月１４日付け）、再反論書（同年６月２８日付け）、再々反論書（同年

７月３０日付け）、再々々反論書（同年９月１５日付け）及び再々々々反

論書（同年１０月２９日付け）並びに口頭意見陳述（行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第３１条第１項本文の規定による口頭意見陳述

（令和６年４月１８日聴取）及び同法第８１条第３項において準用する同

法第７５条第１項本文の規定による口頭意見陳述（令和７年２月２５日聴

取））において以下のとおり主張し、令和５年９月とされた墨田区心身障

害者福祉手当（以下「区手当」という。）の支給開始年月を、特定医療費

（指定難病）受給者証（以下「受給者証」という。）の有効期間開始月で

ある同年６月に改め、同月分から区手当を支給するよう求めている。 

  ⑴ 同年４月１１日、審査請求人は、向島保健センターにおいて、「東京

都の難病医療費等助成制度の御案内」冊子と「心身障害者福祉手当のお 

   知らせ（難病の方へ）」（以下「お知らせ」という。）の交付を受けた。 

   お知らせには、区手当の受給資格の認定申請（以下「区手当の申請」と

（別添） 
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いう。）の手続に必要な書類として「⑴特定医療費（指定難病）受給者

証または○都医療券」と記載されている。なお、お知らせには「※ご申請

中の方は「特定医療費支給認定申請書」の控えで仮受付ができます。」   

と記載があるものの、上記のとおり、必要書類として「特定医療費（指

定難病）受給者証または○都医療券」と記載されているため、区手当の申 

   請には受給者証が必要であるという誤解を招く表現になっている。また、 

   本受付と仮受付の違いについて説明がない。上記記載内容では説明が不

十分である。 

  ⑵ 同日、審査請求人は、墨田区福祉保健部障害者福祉課（以下「障害者

福祉課」という。）に対し、審査請求人が区手当の受給対象になるかに

ついて電話で問合せをしたところ、障害者福祉課から、「受給者証が届

いたら手続に来てください。」という誤った説明を受けた。 

    また、障害者福祉課から「早く出した方がよい。」との説明を受けた

が、何を早く出すのか説明を受けておらず、障害者福祉課の説明は不十

分である。 

  ⑶ お知らせには「「特定医療費支給認定申請書」の控えで仮受付ができ

ます。」と記載されており、障害者福祉課における区手当に関する窓口

受付マニュアルである「心身障害者福祉手当事務手引」（以下「受付マ

ニュアル」という。）には「「特定医療費支給認定申請書控え（保健セ

ンターの収受印あり）」で仮受付が可能なので、これを持ってきたら１

部コピーをとり（濃いめ）、申請書、同意書を記入させる。」と記載さ

れている。他方、墨田区心身障害者福祉手当条例（昭和４８年墨田区条

例第２２号。以下「区条例」という。）第７条は、「手当は、第４条の 

   規定による認定の申請をした日の属する月から」支給すると定めており、 

   本受付、仮受付についての記載はない。お知らせ及び受付マニュアルの

上記記載内容は、区条例の定めと相違があり、誤解を招く表現になって

いる。障害者福祉課の説明は不十分である。 
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  ⑷ 同年６月２９日、審査請求人は、向島保健センターに特定医療費支給

認定申請書を提出した。この時、同センターは、仮受付について説明を

しなかった。 

  ⑸ 同年９月、審査請求人は、障害者福祉課の窓口に受給者証を持参し、

区手当の申請手続をした。その際にも、仮受付についての説明はなかっ

た。 

  ⑹ 同年１０月２６日、審査請求人は、本件処分に係る同月２５日付け墨

田区心身障害者福祉手当認定通知書（以下「本件通知書」という。）を

受領した。本件通知書の記載により、審査請求人は、区手当の支給開始

年月（同年９月）が受給者証の有効期間開始月（同年６月）と違うこと

を知った。 

  ⑺ 同年１２月２７日、審査請求人は、障害者福祉課に区手当の支給開始

年月が同年９月である理由について問合せをし、この時初めて仮受付に

ついての説明を受けた。 

 ２ 処分庁の主張 

   処分庁は、弁明書（令和６年２月１９日付け）、再弁明書（同年５月１

３日付け）、再々弁明書（同年７月１９日付け）、再々々弁明書（同年８

月２２日付け）及び再々々々弁明書（同年１０月１０日付け）、口頭によ

る説明（令和７年１月１５日聴取）並びに口頭意見陳述（行政不服審査法

第３１条第１項本文の規定による口頭意見陳述。令和６年４月１８日聴取

実施）において以下のとおり主張し、本件処分に違法又は不当な点はない

ため、本件審査請求は棄却されるべきであるとする。 

  ⑴ 審査請求人に関する対応記録は残っていないものの、一般に電話で特 

   定医療費の支給認定（受給者証の交付）の申請（以下「受給者証の申請」 

   という。）を行う予定の区民から区手当に関する問合せを受けた場合、

受付マニュアルに従い、受給者証の申請を行った後、障害者福祉課の窓

口で仮受付の手続をするように案内している。 
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  ⑵ 仮に、問合せを受けた障害者福祉課の担当者が、審査請求人に対して

「早く出した方がよい」といった旨の案内をしたとするならば、仮受付

の説明をした上で、特定医療費支給認定申請書の控えをなるべく早く持

参して区手当の申請を行うように案内したと思われる。 

  ⑶ お知らせには、区手当の申請手続に必要な書類として、「特定医療費

（指定難病）受給者証または○都医療券」の記載と併せて「※ご申請中の

方は「特定医療費支給認定申請書」の控えで仮受付ができます。」と明

記しており、誤解を招く表現にはなっていない。 

  ⑷ 一般に、区民が保健センターで受給者証の申請をした際には、受給者

証の説明とともに、お知らせに基づいて区手当についての説明や仮受付

の説明を行っている。 

  ⑸ 令和５年９月２１日、審査請求人が受給者証を持参して区手当の申請

をした際には、区手当の申請の本受付が可能だったのであるから、審査

請求人に対して仮受付について説明する義務はなかった。 

  ⑹ 処分庁は、区条例第７条を仮受付の根拠としていない。ただし、難病

患者に係る区手当の申請に当たっては、墨田区心身障害者福祉手当条例

施行規則（昭和４８年墨田区規則第４２号。以下「区規則」という。）

第６条第１項第６号において、難病の患者に対する医療等に関する法律

（平成２６年法律第５０号）第７条第４項の規定により交付を受けた受

給者証又は東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関する規則（平成

１２年東京都規則第９４号）第６条の規定により交付を受けた医療券を

添付しなければならないと定められているところ、上記受給者証又は医

療券がその申請日に遡って有効となるため、運用として、特定医療費支

給認定申請書の控えで区手当の申請を仮受付しており、区条例第７条と

お知らせ及び受付マニュアルの記載に相違があるとはいえない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 
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  審理員は、行政不服審査法第４２条第２項の規定により、審査庁に提出し

た審理員意見書（令和６年１２月１３日付け）において、本件審査請求は理

由がないため、同法第４５条第２項の規定により、棄却されるべきであると

する。 

  その理由は、以下のとおりである。 

 １ 区条例第７条は、区手当の申請をした日の属する月から区手当を支給す

る旨を定め、区規則第６条第１項第６号は、難病患者に係る区手当の申請

の際は、難病の患者に対する医療等に関する法律第７条第４項の規定によ

り交付を受けた受給者証又は東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関

する規則第６条の規定により交付を受けた医療券を添付しなければならな

いと定めていることから、これら規定の定めによれば、区手当の申請をす

る者は、受給者証を添付して区手当の申請を行い、当該申請日の属する月

が区手当の支給開始月となる。 

   もっとも、受給者証がその申請日に遡って有効となるため、処分庁は、 

  運用として、特定医療費支給認定申請書の控えで区手当の申請を仮受付し、 

  特定医療費の支給認定（受給者証の交付）がなされれば、遡って仮受付を

した日を区手当の申請日として、仮受付をした日の属する月を区手当の支

給開始月としている。 

 ２ 審査請求人は、障害者福祉課が、審査請求人の電話での問合せに対し、 

  「受給者証が届いたら手続に来てください。」、「早く出した方がよい。」 

  と誤った説明をしたため、また、障害者福祉課及び向島保健センターが仮

受付の説明をしなかったため、仮受付を行うことができなかったなどと主

張するが、これらの主張を裏付ける客観的証拠はない。 

 ３ 処分庁は、お知らせに「※ご申請中の方は「特定医療費支給認定申請書」 

  の控えで仮受付ができます。」と明記しており、当該記載が誤解を招くよ

うな記載とは認められない。処分庁は、区民への必要な情報提供を行って

いる。 
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 ４ 審査請求人は、特定医療費（指定難病）支給認定更新申請が非認定とな

った後に再申請をした場合における区手当の申請について、処分庁は一般

的な情報の提供と説明を行っていない旨を縷々述べるが、これらは、新規

申請に対する認定である本件処分とは直ちに関連するものではない。 

 

第４ 審査会の判断 

 １ 事案の概要（本件審査請求に至る経緯） 

   審査会の調査によれば、本件審査請求に至る経緯は以下のとおりである。 

  ⑴ 令和５年４月１１日、審査請求人は、向島保健センターにおいて、

「東京都の難病医療費等助成制度の御案内」冊子とお知らせを受け取っ

た。 

  ⑵ 同日以後、審査請求人は、障害者福祉課障害者給付係（以下「給付係」 

   という。）に架電して、審査請求人が区手当の支給対象になるか問合せ

をした。 

  ⑶ 同年６月２９日、審査請求人は、向島保健センターにおいて、受給者

証の申請を行った。 

  ⑷ 同年９月６日、審査請求人は、東京都知事による特定医療費の支給認

定を受け、有効期間を同年６月２９日から令和６年６月３０日までとす

る受給者証の交付を受けた。 

  ⑸ 令和５年９月２１日、審査請求人は、障害者福祉課の窓口において、

受給者証を添付し、区手当の申請を行った。 

  ⑹ 同年１０月２０日、処分庁は、本件処分を行った。 

  ⑺ 同月２５日、処分庁は、本件通知書を審査請求人に送付した。 

  ⑻ 同月２６日、審査請求人は、本件通知書を受領した。 

  ⑼ 令和６年１月２４日、審査請求人は、審査庁に対し、本件審査請求を

し、同日、審査庁は、審査請求書を受領した。 

 ２ 本件の争点 

る る  
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  ⑴ 本件審査請求は、本件処分のうち区手当の支給開始年月を令和５年９ 

   月とする部分を、同年６月に変更すべきであるという趣旨だと解される。 

  ⑵ 区手当の支給の始期について、区条例第７条第１項は、受給資格の 

   「認定の申請をした日の属する月から」と定めている。同項の規定によ

れば、審査請求人の区手当支給開始年月は、審査請求人が障害者福祉課 

   の窓口で受給者証を添付して区手当の申請を行った日（同年９月２１日） 

   が属する同年９月となる。 

    もっとも、受給者証がその申請日に遡って有効となるため、処分庁は、 

   運用として、特定医療費支給認定申請書の控えで区手当の申請を仮受付

し、特定医療費の支給認定（受給者証の交付）がなされれば、遡って仮

受付をした日を区手当の申請日として、仮受付をした日の属する月を区

手当の支給開始月としている。もし、審査請求人が、同年６月２９日に

受給者証の申請を行った後、同月中にその申請書の控えを添付して区手

当の申請をしていれば、上記運用に従い、区手当の支給開始年月は同月

となったはずである。 

  ⑶ 区条例第１１条第２項は、区手当の支給の始期の特例として「災害そ 

   の他やむを得ない事由により認定の申請をすることができなかった場合

において、当該事由がやんだ後１５日以内にその申請をしたとき」は、

当該事由により区手当の申請をすることができなくなった日の属する月

から区手当を支給する旨を定めている。そうすると、審査請求人が、同

年６月中に受給者証の申請書控えを添付して区手当の申請をすること

（仮受付）ができなかったことが、同項の「やむを得ない事由」による

と認められ、当該事由がやんだ後１５日以内に区手当の申請をしたので

あれば、処分庁は、審査請求人に対し、同月に遡って区手当を支給すべ

きことになる。 

  ⑷ したがって、本件については、以下の２点が争点となる。 

   ア 処分庁において、区手当の申請に関し、審査請求人に対する誤った
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説明又は説明義務違反があったか。 

   イ 処分庁に誤った説明又は説明義務違反があった場合に、そのため審

査請求人が仮受付の手続を取ることができなかったことが、区条例第

１１条第２項の「やむを得ない事由」に該当するか。該当する場合、

当該事由がやんだ後１５日以内に区手当の申請を行ったか。 

 ３ 争点に対する判断 

  ⑴ 処分庁の説明義務について 

    障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）が、障害者等が基本的人権を享有する個人とし

ての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を

総合的に行うことを目的としていること（第１条）に照らせば、処分庁

の職員は、区手当の申請手続について問合せを受けた場合には、その内

容に応じて、申請手続を適切に説明する職務上の義務を負うと考えられ

る。処分庁がかかる説明を怠ったり、誤った説明をしたりしたことによ

って審査請求人の区手当の受給を妨げたときは、審査請求人に対する説

明義務違反となる場合がある。 

  ⑵ 審査請求人に対する説明内容について 

    この点に関し、審査請求人は、令和５年４月１１日以後、給付係に電

話で問合せをした際、給付係の担当者から、「受給者証が届いたら手続

に来てください。」「できるだけ早く持ってきた方がよい。」と、あた

かも区手当の申請は受給者証の発行後でなければできないかのような誤

った説明を受けたこと、及び仮受付の手続については一切説明を受けて

いないことを主張する。 

    これに対し、処分庁は、仮受付の手続については、①給付係では、遅

くとも令和３年４月頃以降、受付マニュアルを使用しており、その内容

は給付係の職員に浸透していること、②受付マニュアルには、受給者証
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の申請を行った後、障害者福祉課の窓口に特定医療費支給認定申請書の

控えを添付して区手当の申請ができることが明記されていること、及び 

   ③障害者福祉課では、区民から区手当に関する問合せを受けた場合には、 

   一般に、受付マニュアルに従い、申請書の控えを添付して申請すれば仮

受付することを案内していることを挙げて、給付係の担当者は、審査請

求人に対し、受付マニュアルに従い、上記の一般的な対応と同様に仮受

付の手続について説明したはずである旨を主張する。 

    しかしながら、審査請求人の問合せ内容及びこれに対する給付係の説

明内容について、通話記録や対応記録その他の客観的証拠が残されてい

ない以上、令和５年４月１１日以後、審査請求人の問合せに対して給付

係がどのような説明をしたのかを認定することは困難である。 

  ⑶ 誤った説明又は説明義務違反の有無について 

   ア もっとも、令和５年４月１１日、審査請求人は、向島保健センター

でお知らせを受け取っている。お知らせには、区手当の申請に必要な

書類として「特定医療費（指定難病）受給者証または○都医療券」と明

朝体で記載された次の行に、同じフォントサイズで、より太字のゴシ

ック体で、下線を付して、かつ注意を促す記号である「※」を記載し

た後に「ご申請中の方は「特定医療費支給認定申請書」の控えで仮受

付ができます。」との記載があり、さらに次の行には「後日、医療費

助成が認定となった場合、仮受付をした月分から手当支給開始となり

ます。」と明記されている。 

     当該記載は、お知らせを受け取った者であれば一見して明確に認識

することが可能である。また、区手当の申請をする区民の普通の注意

と読み方を基準として理解すれば、①区手当の申請には原則として受

給者証の添付が必要であること、その上で、②特定医療費支給認定申 

    請書の控えを添付すれば区手当の申請を仮受付してもらうことができ、 

    仮受付がされれば、後日受給者証が交付された場合に仮受付をした月
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に遡って区手当の支給が開始されるという内容を、誤解なく読み取る

ことができるといえる。 

     したがって、お知らせを審査請求人に交付したことをもって、処分

庁は、仮受付の手続に関する事項を含めて区手当の申請に関し必要な

情報を提供したといえる。 

   イ 一方、同日以後、審査請求人の問合せに対し給付係がいかなる説明

をしたのかは前記のとおり不明であるが、仮に、審査請求人が主張す

るとおり、給付係の担当者が「受給者証が届いたら手続に来てくださ

い。」「できるだけ早く持ってきた方がよい」と説明したのだとして

も、これが直ちに誤った説明であるとか、説明義務違反だと評価する

ことはできない。 

     すなわち、前記のとおり、区条例第７条第１項は、区手当の支給の

始期を、区手当の受給資格の「認定の申請をした日の属する月から」

と定めており、区規則第６条第１項第６号は、認定申請は受給者証を 

    添付して行わなければならないと定めている。これらの条項に基づき、 

    区手当の申請が仮受付された場合でも、受給者証が届いたときはその

写しを障害者福祉課へ提出することが必要なのであるから、「受給者

証が届いたら手続に来てください。」という説明は誤りではい。 

     同様に、「早く持ってきた方がよいですよ」という説明も、これが

仮受付の手続を取るために特定医療費支給認定申請書の控えを早く持

ってきた方がよいという趣旨であれ、東京都から受給者証が届いたら

早く持ってきた方がよいという趣旨であれ、いずれにせよ誤りではな

い。 

     なお、障害者福祉課の説明によれば、難病患者に係る区手当の申請 

    件数は年間１５０件以上に上り、そのほとんどで仮受付を行っている。 

    これに加えて、前記のとおり、障害者福祉課では遅くとも令和３年頃

以降仮受付の運用が記載された受付マニュアルを使用しており、研修
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等を通じてその内容が担当者に周知されていることも勘案すれば、審

査請求人の問合せに対し、給付係の担当者が、受給者証を添付しなけ

れば区手当の申請ができないかのような誤った説明をしたとは考えら

れない。 

     これらの事情に照らせば、審査請求人の主張を前提としても、処分

庁が誤った説明をしたとは認められない。 

   ウ 以上のとおり、処分庁は、審査請求人にお知らせを交付して区手当

の申請に関する説明義務を果たした一方、審査請求人の主張を前提と

しても、誤った説明をしたとは認められない。 

     したがって、その余の点について判断するまでもなく、審査請求人

による区手当の申請手続について、区条例第１１条第２項の「やむを

得ない事由」は認められない。 

   なお、本件については、審査請求人に、区手当の申請は受給者証が届い

てからでなければできないとの誤解が生じていたことは事実であると思わ

れる。今後、同様の事態を招来しないように、処分庁においては、区手当

の申請に関し、区民に対してこれまで以上に丁寧に情報提供をすることが

求められることを付言する。 

 ４ 結論 

   以上のとおり、審査請求人の請求は理由がないから、本件審査請求は、

棄却されるべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審査した。 

令和６年１２月２４日 ・諮問 

令和７年１月１５日 

 （第１回審査会） 

・処分庁から口頭による説明を聴取 

・調査審議 
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令和７年２月２５日 

 （第２回審査会） 

・審査請求人の口頭意見陳述を聴取 

・調査審議 

令和７年３月２６日 

 （第３回審査会） 
・調査審議 

 

（答申に関与した委員の氏名） 

安達 和志、木ノ内 建造、岡田 卓巳、川合 敏樹、中野 剛史 


